
■当資料は、ファンドの運用状況や関連する情報等をお知らせするために大和
住銀投信投資顧問が作成した資料です。■当資料内の運用実績等に関する数
値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。
■当資料内のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証するものでは
ありません。■当資料は各種の信頼できると考えられる情報源から作成してお
りますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■投資信託は預
金、保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の
保護の対象ではありません。■銀行など登録金融機関でご購入いただいた投
資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

大和住銀投信投資顧問株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第353号
加入協会 一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

5ページ⽬以降の「投資リスク」と「ファンドの費⽤」の内容について必ずご確認ください 1/6

グローバルEV関連株ファンド
（為替ヘッジあり/為替ヘッジなし）愛称：EV⾰命

2018年10⽉19⽇ 臨時レポート

追加型投信／内外／株式 ※課税上は株式投資信託として取扱われます。

当ファンドの運⽤状況について
⽇頃より弊社ファンドをご愛顧賜り誠にありがとうございます。
『グローバルEV関連株ファンド（愛称：EV⾰命）』における運⽤状況についてご報告いたします。

※当コメントは、資料作成時点における市場環境もしくはファンドの運⽤⽅針等について、運⽤担当者（ファンドマネジャー他）の⾒⽅あるいは考え
⽅等を記載したもので当該運⽤⽅針は変更される場合があり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。また、将来の運⽤成果等を約
束するものでもありません。

基準価額・純資産総額の推移（設定⽇（2018年１⽉24⽇）〜2018年9⽉28⽇）

当ファンドの設定来の騰落率（2018年9⽉28⽇現在）は、「為替ヘッジあり」が▲12.9%、「為替ヘッジな
し」が▲11.7%となりました。また、9⽉の騰落率は、「為替ヘッジあり」が▲5.2%、「為替ヘッジなし」
が▲3.4%となりました。（詳細は2ページ以降をご覧下さい）

【為替ヘッジあり】 【為替ヘッジなし】

※基準価額推移のグラフにおける分配⾦再投資基準価額およびファンドの騰落率は、信託報酬控除後の基準価額に対して、税引前分配⾦を決算⽇に再
投資した修正基準価額をもとに算出、表⽰ ※騰落率は実際の投資家利回りとは異なります ※過去の実績は、将来の運⽤結果を約束するものではあ
りません。
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 基準価額 8,708円

 純資産総額   176億円

 設定来騰落率 -12.9%

 (2018年9月28日現在)

 基準価額 8,832円

 純資産総額   1,473億円

 設定来騰落率 -11.7%

 (2018年9月28日現在)



グローバルEV関連株ファンド
（為替ヘッジあり/為替ヘッジなし）愛称：EV⾰命

2018年10⽉19⽇ 臨時レポート

5ページ⽬以降の「投資リスク」と「ファンドの費⽤」の内容について必ずご確認ください 2/6
■当資料は、ファンドの運用状況や関連する情報等をお知らせするために大和住銀投信投資顧問が作成した資料です。■当資料内の運用実績等に関
する数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。■当資料内のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証す
るものではありません。■当資料は各種の信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
■投資信託は預金、保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。■銀行など登録金融機関
でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

※当コメントは、資料作成時点における市場環境もしくはファンドの運⽤⽅針等について、運⽤担当者（ファンドマネジャー他）の⾒⽅あるいは考え
⽅等を記載したもので当該運⽤⽅針は変更される場合があり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。また、将来の運⽤成果等を約
束するものでもありません。 ※各種資料より⼤和住銀投信投資顧問作成

9⽉の市場動向は、世界株式市場や為替市
場が堅調に推移したものの、⽶中貿易摩擦
や欧州の規制強化（排ガス及び燃費試験制
度（WLTP））による⽬先の⾃動⾞販売へ
の懸念から⾃動⾞セクター全般のパフォー
マンスが悪化したことに加えて、上下変動
のある半導体市況がピークアウトを続ける
中、半導体関連銘柄のパフォーマンスが悪
化しました。当ファンドでもEV関連とし
て半導体関連銘柄を保有しており影響を受
けたことなどから、「為替ヘッジあり」は
5.2%、 「為替ヘッジなし」は 3.4%の下
落となりました。
なお、個別銘柄では、韓国のリチウムイオ
ン電池メーカーのサムスンSDI、リチウム
イオン電池のセパレータを製造する旭化成
などがファンドのパフォーマンスにプラス
に寄与しました。

騰落率（2018年8⽉31⽇〜2018年9⽉28⽇）

※世界株式：MSCI ACWI、⽶国株式：S&P500、⽇本株式：TOPIX、欧州株式：ユーロストックス50
※世界株式、⽶国株式、欧州株式は8⽉30⽇および9⽉27⽇の終値。⽇本株式は8⽉31⽇および9⽉28⽇の終値。
※世界株式の為替の騰落率は、現地通貨ベースの指数と⽶ドルベースの指数を円換算した指数との差額により算出。⽶国株式については⽶ドル円の騰
落率、欧州株式についてはユーロ円の騰落率 ※上記のいずれの指数も当ファンドのベンチマークではありません。

【為替の推移】【株価指数の推移（現地通貨ベース）】

株式市場と為替の推移

9⽉の世界株式市場は、前⽉まで史上最安値圏で推移していたトルコリラが上昇に転じ、投資家のリスク回避
姿勢が後退したことなどから中旬以降上昇基調となり、S&P500種およびNYダウ⼯業株30種が史上最⾼値を
更新しました。⽶国では堅調な経済指標や利上げ観測を背景に⻑期⾦利が上昇し、10年国債利回りが3％を超
える⽔準で推移したため、為替市場では⽶ドル/円が上昇しました。また、⽇本株式市場についても、⽶国株
式市場が堅調に推移したことなどから⽇経平均株価は24,000円台を回復しました。
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欧州は悪材料を消化中
⾜元、⽶中貿易摩擦、半導体市況悪化に加えて欧州で9⽉からスタートしたEUの⾃動⾞規制「乗⽤⾞などの国際
調和排出ガス・燃費試験法（WLTP）」によりマーケットは混乱しています。8⽉、欧州の乗⽤⾞の新⾞登録は駆
け込み需要で⼤幅に増加しましたが、9⽉はその反動で⼤幅減となりました。⼀部のメーカーの⽣産・出荷の遅
れなどのあおりを受け、部品メーカーなどサプライチェーン全体に影響がおよび株価は下落しました。このよう
に、⾜元ガソリン⾞による“既存”の⾃動⾞市場のセンチメントは弱いといえますが、欧州は懸念されていた悪材
料を消化中といえます。WLTPは数年前から計画されていたことであり、混乱は⼀部のメーカーのみと想定され、
株式市場の動揺も収まると予想されます。
EV（電気⾃動⾞）のビジネスモメンタムは強い
⼀⽅、規制強化によりEV移⾏の道筋は強固なものとなっています。各⾃動⾞メーカーによるEV向けの技術開
発・設備投資増は継続しており、予定されたIPO等も実施されます。また、各社の2018年4〜6⽉期の業績発表コ
メントでは、EV化による今後の事業拡⼤を確認することもできています。当ファンドで保有しているEV関連の
半導体銘柄の発表統計（⽉次等）は依然堅調といえます。
株価は魅⼒的な⽔準
世界においてEV移⾏の路線に変更はなく、またEVに向かって規制等の⾜並みも揃いつつあります。⾜元の株価
調整局⾯は⾔い換えると投資機会を提供していると考えられます。⻑期の業績⾒通しにも⼤きな変更はなく、株
価は魅⼒的な⽔準であると考えています。

今後の市場⾒通しと運⽤⽅針

WLTPとは？

2018年9⽉からEUで全⾞種に義務付けられた「乗⽤⾞などの国際調和排出ガス・燃費試験法（WLTP）」は
乗⽤⾞および⼩型商⽤⾞の燃費や⼆酸化炭素および⼤気汚染物質の排出レベルについて、国際的に整合した標
準試験⽅法を定めるものです。世界各国で異なる燃費などの試験⽅法を統⼀し、燃費表⽰を実際の⾛⾏に合わ
せた形にしています。試験を終えていない新⾞は売れなくなります。
現在は各国や地域が独⾃に設定している排出ガス・燃費の試験サイクル・試験⽅法が統⼀され、⾃動⾞メー
カーは⼀度の試験で複数の国・地域での認証に必要なデータが取得可能となります。
EUではフォルクスワーゲンの排ガス不正問題をきっかけに、標準的な測定として使⽤してきた「新欧州ドラ
イビングサイクル（NEDC）」から、より実⾛⾏状態に近い計測結果が得られる「乗⽤⾞などの国際調和排出
ガス・燃費試験法（WLTP）」への切り替えを推進しています。
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※資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

＜ファンドの⽬的＞

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主に世界の株式に投資することにより、信託財産の
成⻑を⽬指して運⽤を⾏います。

＜ファンドの特⾊＞
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■当ファンドは、マザーファンドを通じて、実質的に株式など値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額
は変動します。また、外貨建資産は、為替の変動による影響も受けます。したがって、投資家の皆様の投資元本は
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

■信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
■投資信託は預貯⾦と異なります。
■お申込みの際には、販売会社からお渡しします「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、

ご⾃⾝でご判断ください。
■基準価額を変動させる要因として主に、○株価変動に伴うリスク ○為替リスク ○カントリーリスク ○新興国

への投資のリスク ○信⽤リスク ○流動性リスクがあります。
ただし、上記はすべてのリスクを表したものではありません。

＜投資リスク（くわしくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

＜ファンドの費⽤（くわしくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞
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⼤和証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第108号

⼀般社団法⼈
⾦融先物
取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商
品取引業協会

○ ○ ○ ○

取扱販売会社名 登録番号
⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
⽇本投資顧問
業協会

●信託期間 平成30年1⽉24⽇〜平成40年1⽉24⽇（約10年）
●購⼊単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
●購⼊価額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
●換⾦単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
●換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
●換⾦代⾦ 換⾦申込受付⽇から起算して、原則として６営業⽇⽬からお⽀払いします。
●購⼊・換⾦申込 ニューヨーク証券取引所、英国証券取引所、ニューヨークの銀⾏またはロンドンの銀⾏の休

受付不可⽇ 業⽇と同⽇の場合はお申込みできません。
●決算⽇および 毎年1⽉、7⽉の23⽇（該当⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇）

収益分配 ※分配対象額が少額な場合等には、委託会社の判断で分配を⾏わないことがあります。

＜お申込みメモ（くわしくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

○投資信託をご購⼊の際は、最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）を必ずご覧ください。
投資信託説明書（交付⽬論⾒書）は販売会社の本⽀店等にご⽤意しております。

○投資信託は、元本保証、利回り保証のいずれもありません。
○投資した資産の価値が投資元本を割り込むリスクは、投資信託をご購⼊のお客さまが負うことになります。
○投資信託は預⾦、保険契約ではありません。また、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではあり

ません。
○銀⾏など登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の対象ではありません。

＜投資信託に関する留意点＞

■委託会社（ファンドの運⽤の指図を⾏う者）
⼤和住銀投信投資顧問株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第353号

加⼊協会／⼀般社団法⼈ 投資信託協会、⼀般社団法⼈ ⽇本投資顧問業協会
■受託会社（ファンドの財産の保管及び管理を⾏う者）

三井住友信託銀⾏株式会社
■販売会社

＜その他の留意点＞
●収益分配⾦に関する留意事項

分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額
相当分、基準価額は下がります。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を
含む売買益）を超えて⽀払われる場合があります。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇の基準価額と⽐
べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を⽰すもので
はありません。投資者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻
しに相当する場合があります。ファンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった
場合も同様です。

●クーリング・オフについて
当ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありま
せん。

＜委託会社およびその他の関係法⼈＞


